
国土強靱化 民間の取組事例 268   初動体制の構築 

自分を守る！ ▶初動体制の構築 03連携組織をつくっている例 

268 サプライチェーンの強靱化に資する企業・地域連携型 BCMの推進 

取組主体 法人番号 事業者の種類（業種） 実施地域 
佐川急便株式会社 8130001000053 サプライ関連事業者 

（運輸業，郵便業） 
東京都 

 佐川急便株式会社は災害対策基本法の指定公共機関（平成 27
年～）として、有事に各機関と連携し活動が行えるよう、国
や地域等が実施する訓練への参画や、外部に公開した自社訓
練、セミナー等への講師派遣等危機対応力の強化を図ってい
る。また、異業種企業や行政とともに事業継続に関する共通
課題解決や具体的な協力関係促進のための企業交流会・研究
会を積極的に開催している。 

 BCP対策としては、自家給油スタンドを 129拠点で保有し、
2,872klの軽油貯蔵が可能で、平時より貯蔵率 7割維持をル
ール化している。また CNGトラックや EVを導入するなど、環境面と併せてエネルギーセキュリ
ティ面での対応も積極的に進め、CNGトラックの保有数は世界一の認定を受けている。他にも、
東京本社をはじめ全国 15拠点に非常用電源設備の確保や、社内基幹システムを国内２拠点で冗長
化させる等、『宅配便という重要な社会インフラを維持する』という社会的使命を果たすべく対策
を講じている。 

 

▲自家給油スタンド 


